
 
平成平成平成平成23232323年年年年3333月期月期月期月期    決算短信決算短信決算短信決算短信〔〔〔〔日本基準日本基準日本基準日本基準〕（〕（〕（〕（連結連結連結連結））））    

平成23年5月11日 

（百万円未満切捨て） 

上場会社名 株式会社 秀英予備校 上場取引所 東 

コード番号 4678 URL http://www.shuei-yobiko.co.jp
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 渡辺 武

問合せ先責任者 （役職名） 専務取締役管理本部長 （氏名） 渡辺 喜代子 TEL 054-252-1792
定時株主総会開催予定日 平成23年6月29日 配当支払開始予定日 平成23年6月30日

有価証券報告書提出予定日 平成23年6月29日

決算補足説明資料作成の有無 ： 有

決算説明会開催の有無 ： 有

1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 13,110 △3.7 545 △3.7 477 △4.2 △2,058 ―

22年3月期 13,617 △0.4 566 204.0 498 216.2 158 ―

（注）包括利益 23年3月期 △2,058百万円 （―％） 22年3月期 158百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △306.81 ― △16.1 1.9 4.2
22年3月期 23.57 ― 1.1 2.0 4.2

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 25,173 11,690 46.4 1,742.31
22年3月期 25,323 13,829 54.6 2,061.13

（参考） 自己資本   23年3月期  11,690百万円 22年3月期  13,829百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 940 △2 △612 1,170
22年3月期 1,473 △806 △587 844

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 80 50.9 0.6
23年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 80 △3.9 0.6

24年3月期(予想) ― 0.00 ― 12.00 12.00 50.3

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,800 △2.3 △410 ― △445 ― △330 ― △49.18

通期 13,160 0.4 490 △10.2 430 △9.9 160 ― 23.84



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）又は当期純損失（連結）の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 6,710,000 株 22年3月期 6,710,000 株

② 期末自己株式数 23年3月期 178 株 22年3月期 100 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 6,709,858 株 22年3月期 6,709,915 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、 実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
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・当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、中国などの新興国の経済成長に加え、米国経済に明るさが見

え始めたことを背景に景気回復が期待されるところとなっておりました。エコカー補助金の終了に伴な

う反動減も和らぎ自動車や家電などの販売も好転しておりました。しかしながら、３月の東日本大震

災、大津波、福島原発の深刻な事故により日本経済は再び先行不安な状況になっております。 

 当業界は、少子化によるマーケット減、不景気による入学時期の遅れ、大学数の増加による「大学全

入時代」で学力中間層の学習塾離れ、大手塾の低価格化、通塾の微減少などにより、市場規模が縮小

し、かつてない厳しい経営環境となっております。大手、中堅、個人塾など規模の大小を問わず、真に

生徒・保護者の高いニーズに応えた教育サービスを提供する企業のみが勝ち残れる「大淘汰」の時代に

なっております。 

 このような情勢のもと当社グループは、これまでの差別戦略である 

① 独自設計の独立校舎で快適な学習環境を提供 

② 正社員教師によるクオリティーの高い教育サービスを提供 

③ 早期からの進級活動により、中３生を高１生として確実に進級させ、現役生中心の高校部を成功

させる 

に加え、新しい差別化戦略の構築に取り組んでまいりました。その要は、優秀な人材の採用と人材が成

長できる仕組・組織作りだと考えております。 

 売上におきましては、既に校舎展開しているエリアにおいて、それぞれのマーケットに対応した授

業、講座、募集方法などを企画・立案し、シェアアップを図ってまいりました。それにより、第３四半

期までは生徒数もほぼ計画どおり推移してまいりました。しかしながら、東日本大震災の影響により、

東北地方における校舎については一時的に営業を停止することとなり、一部の地域での返金が発生しま

した。また、全体的な消費の冷え込みにより、３月入学数が計画を下回ることとなりました。 

 営業費用におきましては、地代家賃の削減、新年度教材の大幅見直しなどの売上原価の削減、費用対

効果を考えた広告宣伝活動を行うなど、経費の削減に努めてまいりました。 

 また、東日本大震災による校舎設備等の損傷に伴なう原状回復費用等を特別損失として計上しており

ます。 

 その結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は13,110百万円（対前年同期比3.7％減）、営業

利益は545百万円（対前年同期比3.7％減）、経常利益は477百万円（対前年同期比4.2％減）、当期純損

失は2,058百万円となりました。 

 セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

（小中学部） 

 小中学部におきましては、小学生の低学年から本科生として取り込み、生徒増を図ってまいりまし

た。また、受講科目の選択制、週末コース、トップ校合格のための特別クラスや小学生の学力段階別受

講クラスの設置など募集方法も工夫してきました。各種講習においても、二極化したマーケットに対応

した募集を行ってきました。選択講座も数多く設定し単価アップも図ってまいりました。低学年の生徒

数は増加していますが、受験学年の中３生数が前年度より減少したため、小中学部の売上高は10,147百

万円、セグメント利益は1,895百万円となりました。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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（高校部） 

高校部におきましては、「遠隔ライブ授業」（ライブ授業の同時中継授業）をさらに拡充し、全国ト

ップレベルの講師の授業を全校舎で受講できる体制を整えることができました。また、マーケット単位

のニーズに応える講座の設置、募集方法の工夫など生徒増と売上単価の向上も図ってまいりました。し

かしながら、マーケット全体の縮小による生徒減を補いきれず、売上高は2,563百万円、セグメント損

失は226百万円となりました。 

（その他の教育事業） 

新規事業として立ち上げました個別指導部門は、事業規模としてはまだ大きくありませんが、順調に

業績を伸ばしております。 

 また、On lineによる映像動画配信事業(通称ＢＢＳ事業)におきましては、各種運営ノウハウが構築

され、今後の成長の基盤が整ってまいりました。この結果、その他の教育事業の売上高は400百万円、

セグメント損失は292百万円となりました。 

  

・次期の見通し 

東日本大震災、津波による未曾有の被害、福島原発の大事故による東電管内での深刻な電力不足、部

品調達の停滞により自動車産業など製造業の回復は手探り状況であります。景気や雇用の悪化も懸念さ

れ、次期の見通しは厳しい状況であります。 

 当業界を取り巻く経営環境は、全国の市場規模がさらに減少し、一層厳しい競合関係になっていくと

思われます。また、大手・中堅・個人塾など規模の大小を問わず、経営破綻や売却、統合、業務提携が

予想されます。 

 厳しい経営環境ではありますが、当社グループといたしましては、既存の小中学部、高校部の業績改

善が不可欠だと考えております。そのために、 

 ① 最高の教育サービスを提供することができる組織体制を年間を通して再構築していく 

 ② 顧客認知度を向上させる効果的な宣伝活動を行う 

 ③ 不採算部門の見直しを行い、拡大が期待できる分野に経営資源を集中する 

を次期の基本方針と考えております。 

 また、次期における校舎展開は、小中学部は既存のエリア内の新設に留め、年間５校舎程度を計画し

ております。 

 新規事業の「個別指導事業」「ＢＢＳ事業」におきましては、ここ数年試行錯誤を重ねてきたことに

より、生徒募集方法や運営ノウハウが確立されました。特に「個別指導事業」におきましては、毎年生

徒数が倍増し、順調に業績を伸ばしております。次期におきましては、新規開校を10校舎程度予定して

おります。「ＢＢＳ事業」におきましても、映像授業での直営校を15校舎程度新設し、在宅受講生の大

幅増を計画しております。 

 営業費用におきましては、費用対効果を考慮して、より一層の抑制に努めてまいります。 

 この結果、次期見通しにつきましては、売上高13,160百万円（対前年同期比0.4％増）、営業利益490

百万円（対前年同期比10.2％減）、経常利益430百万円（対前年同期比9.9％減）、当期純利益160百万

円を見込んでおります。 
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当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末に比べて150百万円減少し、25,173百万円とな

りました。これは主として、校舎の新設を抑えたことにより固定資産の増加が少なかったのに対し、減

価償却及び建設協力金の回収が進んだためであります。 

 負債は、前連結会計年度末に比べて1,988百万円増加し、13,482百万円となりました。これは主とし

て、有利子負債が返済に伴ない減少したものの「資産除去債務に関する会計基準」等の適用により、資

産除去債務が計上されたこと、第２四半期連結会計期間において減損損失によりリース資産減損勘定が

計上されたためであります。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べて2,139百万円減少し、11,690百万円となりました。これは主と

して、当期純損失に伴なう利益剰余金の減少によるものであります。 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

326百万円増加し、当連結会計年度末には1,170百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは940百万円の収入(前年同期1,473百

万円の収入)となりました。これは主として、現金支出の伴わない減損損失による特別損失の計上が

あるものの税金等調整前利益が減少したこと、法人税等の支払いが増加したためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは2百万円の支出(前年同期806百万円

の支出)となりました。これは主として、校舎の新設を抑えたことにより有形固定資産の取得による

支出、敷金及び保証金の差入による支出が減少したためであります。 

（２）財政状態に関する分析

 ① 資産・負債及び純資産の状況

 ② キャッシュ・フローの状況
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(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは612百万円の支出(前年同期587百万

円の支出)となりました。これは主として、設備投資の抑制により、資金調達が抑えられ、借入の返

済が進んだためであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注) １ 平成19年３月期までは個別ベースの財務数値、平成20年３月期からは連結ベースの財務数値により計算して

おります。 

２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済み株式数をベースに計算しています。 

３ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

４ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としていま

す。 

  

平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率 68.1％ 59.5％ 54.7％ 54.6％ 46.4％

時価ベースの自己資本比率 51.6％ 16.5％ 8.9％ 14.5％ 9.1％

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率

277.1％ 214,241.4％ 952.0％ 526.8％ 789.0％

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ

26.5 0.0 5.9 8.3 5.2
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当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。安

定的な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の

継続を業績に応じて行うことを基本方針としております。また、配当性向を10％以上とすることを具体

的な目標としております。 

 当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき12円とさせていただきます。 

 また、次期の１株当たり配当金は、12円を予定しております。  

  

(少子化と当社の今後の方針について) 

当社グループの属する学習塾業界は、児童・生徒の絶対数の減少という少子化の問題に直面してお

ります。少子化の影響は、学習塾における在籍生徒数の減少という直接的なもののみに止まらず、難

関ブランド校、有名校を除いて入学試験の平易化が起こり、入塾動機の希薄化・通塾率の低下につな

がる可能性があります。  

 一方、保護者の学習塾に対する選別の意識は高まっております。当社は、従来からの正社員による

質の高い授業や、塾専用の独自設計・独立校舎による良質な学習環境の提供に加えて、保護者や生徒

の求める高いレベルのニーズに応えることを心がけております。  

(地域別の校舎展開について) 

平成23年３月31日現在、当社グループは静岡県に68校舎、愛知県に51校舎、山梨県に10校舎、神奈

川県に16校舎、岐阜県に10校舎、北海道に32校舎、三重県に12校舎、宮城県に12校舎、福岡県に14校

舎、福島県に12校舎、合計237校舎を展開しております。今後は、これらの地域内において、マーケ

ットニーズの高い未開拓エリアへの校舎展開と個別指導本部、ＢＢＳ本部を中心に賃貸物件への校舎

展開を進めていく予定であります。  

 当社グループは次期、小中学部で年間５校舎程度新設、個別指導本部で10校舎程度、ＢＢＳ本部で

15校舎程度の新設を計画しております。  

 全国10道県におよぶ校舎展開を支える組織体制の再構築、具体的には優秀な人材の採用・研修体制

のより一層の充実、また管理職層の育成が不可欠であります。  

(校舎の開設方針について) 

当社グループは校舎の開設に際し、原則として校舎について塾専用の独自設計・独立校舎を基本方

針としております。これは生徒が勉強しやすい環境を作るためのこだわりであります。こうした方針

は生徒にとって良質な学習環境の確保に寄与しているものと考えております。  

 その反面、機動的に校舎を開設・統廃合する際の妨げとなる可能性があります。また、賃借物件に

ついては、貸主の状況によっては、敷金及び保証金が返還されない可能性があります。 

 今後は、ＢＢＳ中学直営校として既に開設済みの石坂校のような、機動力の高い賃貸型物件への展

開も同時に進めてまいります。 

(災害等によるリスクについて) 

当社グループが事業活動を行うに際し、地震や台風等の大規模な自然災害、火災、コンピュータウ

ィルス等による障害が起こった場合、校舎、事業所、設備等に損害を受け、校舎運営・事業活動に支

障が生じる可能性があります。このような事態が発生した場合、当社グループの財政状態および経営

成績に重大な影響を与える可能性があります。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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(業績の四半期毎の変動について) 

当社グループの生徒数は小中学部・高校部ともに、第１四半期に比べ第２四半期以降において、各

種講習会に参加する一般生数が増加し、また、本科授業の２学期が開始される９月及び３学期が開始

される１月には新入学により本科生数が増加いたします。したがって、第１四半期に比べ第２四半期

以降の売上高の割合が大きくなる傾向があります。  

 一方、営業費用につきましては、主要な費用である人件費、賃借料等が毎月固定的に発生いたしま

す。また、広告宣伝費につきましては、夏期講習の募集時期である５月及び６月、次年度の新入学の

募集時期である１月及び２月に集中的に発生いたします。  

 このため、第１四半期は第２四半期以降に比べ収益性が低くなる傾向があります。 

(情報管理について) 

当社グループは多数の生徒に関わる個人情報を有しております。これらの情報については、社内規

程の制定、従業員への教育等、対策を徹底しておりますが、情報漏洩が全く起きない保証はありませ

ん。万が一、情報漏洩が起きた場合、社会的信用に影響を与え、その対応のための多額の費用負担が

発生する恐れがあります。 
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 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社秀英予備校）、子会社１社（株式会社東日

本学院）及び、その他の関係会社１社（有限会社シューエイ）により構成されております。  

 子会社は、福島県において学習塾・予備校の運営を行っております。 

 その他関係会社は、有価証券の保有及び運用以外の事業活動を行っておりません。 

当社グループの経営の基本方針は以下の通りであります。  

① 教室、自習室、学習・進学指導室、休憩室、ホールなど学習効果を十分に考慮した当社独自の設

計による校舎を設立し、全校舎ＡＤＳＬ以上のインフラが構築されている等、高度なニーズに応え

られる快適な学習環境を提供すること  

② 高均一な授業、学習・進学指導を中心とした教育サービスを提供し、学校外教育に対する高いレ

ベルのニーズに応えること  

③ 膨大な潜在的ニーズがあるにもかかわらず、全国的にも運営ノウハウが確立されていない現役高

校生部門を拡充させること  

④ ＢＢＳ部門において、教育コンテンツの動画配信サービスを提供し、家庭及び教育現場での学習

効果を高めること  

⑤ 需要の高い個別指導分野において、習熟度に合わせたきめ細かい指導を徹底し、幅広い学習ニー

ズに応えること 

これらの基本方針に基づき、当社グループは積極的な採用活動を全国で行い、優秀な正社員専任教師の

確保に努めております。  

 小中学部におきましては、十分な研修を受けた正社員教師100％体制で運営しております。  

 高校部におきましては、小中学部同様の正社員教師に加え、主に首都圏で採用する年間契約のプロの

予備校講師を採用し、両者を適切に配置して運営しております。 

 当業界は少子化現象が進行し、厳しい経営環境に置かれています。こうした状況のなか、当社グルー

プは安易な授業料等の値引きによることなく、教育サービスの質を徹底的にアップさせ、生徒・保護者

のニーズに十分に応えていくことによって、生徒・保護者の満足を勝ち取り、売上増を図っておりま

す。  

 生徒・保護者の満足、当社の売上・利益増、株主への利益還元、この３点をバランスよく共に充足さ

せることが必要だと考えております。  

  

当社グループは、市場の変化に対応した教育サービスを提供することにより、１校舎あたりの生徒数

を維持しつつ、全国への事業展開を目標としております。  

 そのため、売上高営業利益率20％以上を経営指標として売上・収益の最大化に取り組んでおります。 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標
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当業界における経営環境は、かつてない厳しい状況であります。規模の大小に関わらず、それぞれの

マーケットにおいて、厳しい経営環境を跳ね返す圧倒的にクオリティーの高い教育サービスを提供でき

る拠点のみが勝ち残れる時代になっていくと思われます。 

 クオリティーの高い教育サービスを提供できるかどうかは、優秀な人材を採用し、人材が成長できる

仕組・組織作り、より一層客観的な評価制度の確立、内部監査体制の充実にかかっていると思われま

す。当社におきましては、全国10道県に校舎展開をしており、全国から優秀な人材を採用できる条件が

整っております。中長期的には、既存の小中学部、高校部におきましては、内部体制の充実に比例した

着実な校舎展開を行っていく計画であります。 

 また、新規事業の「個別指導事業」と「ＢＢＳ事業」におきましては、今後の大きな飛躍が期待され

る部門であり、拠点の大幅増を計画しております。  

  

① 各部門で顧客のニーズに応える最高の教育サービスを提供すること 

    仕組をつくる、経営陣による計画的な現場の把握、年間を通して柔軟に組織体制を再構 

    築する 

 ② 顧客認知度を向上させること 

    適正価格を設定し、効果的な宣伝活動を行う 

    新しい募集方法を開発し、顧客を創造する 

 ③ 不採算部門の見直しを行い、拡大が期待できる分野に経営資源を集中していくこと 

    業界全体がかつてない厳しい経営環境であることを全社共通認識とし、計画的に必ず実行    

    する 

  

該当事項はありません。 

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 997,184 1,336,990

受取手形及び売掛金 291,458 216,386

商品 176,889 115,010

貯蔵品 29,683 30,566

繰延税金資産 172,654 163,620

その他 727,390 734,176

貸倒引当金 △2,496 △2,737

流動資産合計 2,392,764 2,594,014

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1 11,123,381 ※1 11,633,133

減価償却累計額 △3,146,888 △3,635,518

建物及び構築物（純額） 7,976,493 7,997,614

機械装置及び運搬具 47,489 47,489

減価償却累計額 △22,013 △30,002

機械装置及び運搬具（純額） 25,476 17,486

工具、器具及び備品 1,085,726 1,108,122

減価償却累計額 △759,846 △868,180

工具、器具及び備品（純額） 325,880 239,942

土地 ※1 5,399,929 ※1 5,399,929

リース資産 690,398 840,240

減価償却累計額 △108,638 △190,118

リース資産（純額） 581,760 650,122

建設仮勘定 71,500 －

有形固定資産合計 14,381,040 14,305,094

無形固定資産

のれん 85,260 52,256

その他 213,441 173,153

無形固定資産合計 298,701 225,409

投資その他の資産

投資有価証券 3,850 3,696

繰延税金資産 237,744 476,772

敷金及び保証金 6,863,304 6,703,628

その他 1,403,910 1,227,058

貸倒引当金 △257,657 △362,672

投資その他の資産合計 8,251,151 8,048,483

固定資産合計 22,930,893 22,578,988

資産合計 25,323,657 25,173,002
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※1 4,451,000 ※1 3,677,980

1年内返済予定の長期借入金 ※1 780,946 ※1 849,621

リース債務 62,405 92,051

未払金 636,708 455,337

未払法人税等 350,015 256,891

未払消費税等 132,274 68,781

前受金 897,390 848,758

賞与引当金 253,219 254,097

役員賞与引当金 10,000 －

災害損失引当金 － 45,111

その他 228,478 393,218

流動負債合計 7,802,438 6,941,849

固定負債

長期借入金 ※1 1,849,425 ※1 2,101,760

リース債務 620,032 701,120

退職給付引当金 568,305 705,430

役員退職慰労引当金 605,786 634,926

資産除去債務 － 656,276

長期リース資産減損勘定 － 1,697,940

その他 47,689 43,111

固定負債合計 3,691,238 6,540,564

負債合計 11,493,677 13,482,414

純資産の部

株主資本

資本金 2,089,400 2,089,400

資本剰余金 1,944,380 1,944,380

利益剰余金 9,796,338 7,657,131

自己株式 △60 △92

株主資本合計 13,830,057 11,690,819

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △77 △231

その他の包括利益累計額合計 △77 △231

純資産合計 13,829,980 11,690,588

負債純資産合計 25,323,657 25,173,002
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

売上高 13,617,616 13,110,624

売上原価 11,587,750 11,293,809

売上総利益 2,029,865 1,816,814

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 556,408 425,071

貸倒引当金繰入額 3,086 2,220

役員報酬 169,617 170,160

給料及び手当 146,177 122,015

賞与 14,997 15,972

賞与引当金繰入額 9,033 10,804

役員賞与引当金繰入額 10,000 －

退職給付費用 11,709 13,791

役員退職慰労引当金繰入額 29,017 29,140

減価償却費 48,812 53,519

のれん償却額 33,003 33,003

その他 431,248 395,455

販売費及び一般管理費合計 1,463,111 1,271,155

営業利益 566,753 545,659

営業外収益

受取利息 81,166 79,636

受取配当金 2,004 2,083

受取賃貸料 11,838 13,070

その他 22,199 17,805

営業外収益合計 117,209 112,596

営業外費用

支払利息 179,199 179,910

その他 6,709 935

営業外費用合計 185,909 180,846

経常利益 498,053 477,408

特別利益

固定資産売却益 ※1 94 －

保険解約返戻金 45,637 －

特別利益合計 45,731 －

特別損失

固定資産除却損 ※2 85,404 ※1 20,655

減損損失 － ※2 1,987,605

災害による損失 － ※3 82,475

貸倒引当金繰入額 ※3 16,000 ※4 107,122

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 310,664

特別損失合計 101,404 2,508,522
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

442,380 △2,031,113

法人税、住民税及び事業税 358,995 257,568

法人税等調整額 △74,774 △229,994

法人税等合計 284,221 27,574

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △2,058,687

当期純利益又は当期純損失（△） 158,159 △2,058,687
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 連結包括利益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △2,058,687

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △231

その他の包括利益合計 － ※２ △231

包括利益 － ※１ △2,058,918

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △2,058,918

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,089,400 2,089,400

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,089,400 2,089,400

資本剰余金

前期末残高 1,944,380 1,944,380

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,944,380 1,944,380

利益剰余金

前期末残高 9,705,278 9,796,338

当期変動額

剰余金の配当 △67,099 △80,518

当期純利益又は当期純損失（△） 158,159 △2,058,687

当期変動額合計 91,060 △2,139,206

当期末残高 9,796,338 7,657,131

自己株式

前期末残高 △60 △60

当期変動額

自己株式の取得 － △32

当期変動額合計 － △32

当期末残高 △60 △92

株主資本合計

前期末残高 13,738,997 13,830,057

当期変動額

剰余金の配当 △67,099 △80,518

当期純利益又は当期純損失（△） 158,159 △2,058,687

自己株式の取得 － △32

当期変動額合計 91,060 △2,139,238

当期末残高 13,830,057 11,690,819
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 － △77

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△77 △154

当期変動額合計 △77 △154

当期末残高 △77 △231

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 － △77

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△77 △154

当期変動額合計 △77 △154

当期末残高 △77 △231

純資産合計

前期末残高 13,738,997 13,829,980

当期変動額

剰余金の配当 △67,099 △80,518

当期純利益又は当期純損失（△） 158,159 △2,058,687

自己株式の取得 － △32

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △77 △154

当期変動額合計 90,983 △2,139,392

当期末残高 13,829,980 11,690,588
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

442,380 △2,031,113

減価償却費 772,098 802,779

減損損失 － 1,987,605

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 45,111

のれん償却額 33,003 33,003

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18,803 105,255

賞与引当金の増減額（△は減少） △344 878

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 10,000 △10,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 148,081 137,125

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 27,224 29,140

受取利息及び受取配当金 △83,171 △81,720

支払利息 179,199 179,910

固定資産売却損益（△は益） △94 －

固定資産除却損 51,843 20,655

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 310,664

保険解約損益（△は益） △45,637 －

売上債権の増減額（△は増加） 28,621 75,171

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,698 60,995

仕入債務の増減額（△は減少） 48,032 △96,320

未払消費税等の増減額（△は減少） 151,204 △52,300

前受金の増減額（△は減少） △93,318 △48,631

長期前払費用の増減額（△は増加） 48,953 39,738

その他 22,213 △40,969

小計 1,767,794 1,466,978

利息及び配当金の受取額 2,592 2,403

利息の支払額 △178,067 △179,844

法人税等の支払額 △118,552 △348,792

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,473,767 940,744

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △171,662 △186,261

定期預金の払戻による収入 158,054 172,882

有形固定資産の取得による支出 △1,012,775 △287,370

有形固定資産の売却による収入 5,166 －

保険積立金の解約による収入 109,320 －

投資有価証券の売却による収入 100,000 －

敷金及び保証金の差入による支出 △324,810 △105,804

敷金及び保証金の回収による収入 417,457 459,008

その他 △87,227 △54,699

投資活動によるキャッシュ・フロー △806,477 △2,245
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,078,000 2,188,000

短期借入金の返済による支出 △1,738,000 △2,961,020

長期借入れによる収入 252,000 1,170,000

長期借入金の返済による支出 △1,060,388 △848,990

リース債務の返済による支出 △52,470 △79,633

配当金の支払額 △66,824 △80,396

その他 － △32

財務活動によるキャッシュ・フロー △587,683 △612,072

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 79,606 326,426

現金及び現金同等物の期首残高 764,734 844,341

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 844,341 ※1 1,170,768
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該当事項はありません。 

  

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数   １社 

連結子会社の名称  (株)東日本学院

連結子会社の数   １社 

連結子会社の名称  (株)東日本学院

２ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と

一致しております。

同左

３ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

主として移動平均法によ

り算定している)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

② たな卸資産

商品

先入先出法による原価法

(貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定)

貯蔵品

最終仕入原価法

(貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定)

(会計方針の変更)
 当連結会計年度より「棚卸

資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号 

平成18年７月５日公表分)を

適用しております。 

 これにより、当連結会計年

度の営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純損失に与

える影響はありません。 

 

② たな卸資産

商品

同左

 

  

 

貯蔵品

同左

 

  

 

―――――――
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産(リース資産除く)

定率法

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法

なお、主な耐用年数は次の通り

であります。

建物及び構築物 ３～47年

機械装置及び運搬具 ６～10年

工具、器具及び備品 ２～15年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産(リース資産除く)

同左

② 無形固定資産(リース資産除く)

ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

② 無形固定資産(リース資産除く)

同左

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

③ リース資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、以下の通り計上しておりま

す。

一般債権

貸倒実績率法

貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計上してお

ります。

② 賞与引当金

同左

③ 役員賞与引当金

役員の賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見込額

に基づき計上しております。

③    ―――――――
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

④   ―――――――

⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(７年)による定額

法により翌連結会計年度から費用

処理しております。

④ 災害損失引当金

東日本大震災により損傷した設

備の復旧費用等の見込額を計上し

ております。

⑤ 退職給付引当金

同左

⑥ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく当連結会計年度末要支給額を

計上しております。

―――――――

⑥ 役員退職慰労引当金

同左

(4) 重要な収益の計上基準

 入学売上は、入学日の属する連結

会計年度に収益として計上しており

ます。 

 授業料売上・講習売上は、受講期

間に対応して収益として計上してお

ります。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

特例処理の要件を満たす金利ス

ワップ取引については、特例処理

を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ取引

ヘッジ対象

借入金

③ ヘッジ方針

重要なデリバティブ取引は、経

営会議の決議事項であります。

金利変動リスクを回避する目的

で行われる金利スワップ取引につ

いては、管理本部にて取引を実行

するとともに、取引の残高状況を

把握し、管理しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引のみであり、

全て特例処理によっているため、

有効性の評価を省略しておりま

す。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

同左

 

  

 

  

 

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――――――

―――――――

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

① 収益の計上基準

入学売上は、入学日の属する連

結会計年度に収益として計上して

おります。

授業料売上・講習売上は、受講

期間に対応して収益として計上し

ております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

 効果の及ぶ期間(５年)にわたって

定額法により償却をおこなっており

ます。

(7) 連結キャッシュ・フロ－計算書に

おける資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な投

資。

(8) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

     ―――――――

② 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

① 消費税等の会計処理

同左

４ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しておりま

す。

―――――――

５ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

効果の及ぶ期間(５年)にわたって定

額法により償却をおこなっておりま

す。

―――――――

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資。

―――――――

㈱秀英予備校　(4678)　平成23年３月期決算短信

22



  

 
  

 
  

追加情報 

 
  

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

――――――― (資産除去債務に関する会計基準等)

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しており

ます。

 これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益は

それぞれ39,479千円減少し、税金等調整前当期純損失は

364,505千円増加しております。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は624,320千円で

あります。

表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

――――――― （連結損益計算書関係）

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成

21年３月24日 内閣府令第５号)を適用し、「少数株主

損益調整前当期純損失(△)」の科目で表示しておりま

す。

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――――――  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

 

 

 

※１ 担保に供している資産及び対応債務は、次のとお

りであります。

担保に供している資産
 

 建物及び構築物 1,178,263千円

 土地 2,590,841千円

 計 3,769,105千円
 

対応債務

 短期借入金 2,009,773千円

 1年内返済予定の長期借入金 760,244千円

 長期借入金 1,817,483千円

 計 4,587,500千円

 

 

 

※１ 担保に供している資産及び対応債務は、次のとお

りであります。

担保に供している資産
 

 建物及び構築物 1,281,831千円

 土地 2,590,841千円

 計 3,872,672千円
 

対応債務

 短期借入金 995,397千円

 1年内返済予定の長期借入金 825,649千円

 長期借入金 2,076,454千円

 計 3,897,500千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 機械装置及び運搬具 94千円

 計 94千円

―――――――

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 建物及び構築物 2,206千円

 工具、器具及び備品 3,820千円

 敷金及び保証金 37,011千円

 投資その他資産(その他) 3,565千円

 賃貸契約解約による原 
 状回復費用等

38,800千円

 計 85,404千円
 

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 建物及び構築物 6,075千円

 工具、器具及び備品 3,113千円

 無形固定資産 11,435千円

 その他 31千円

 計 20,655千円

※２ 当連結会計期間において、以下の資産グループ 

   において減損損失を計上しております。

 

場所 用途 種類

札幌本部校(北海道
札幌市北区)

校舎
建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
リース資産減損勘定

岡崎本部校(愛知県
岡崎市)

校舎

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
リース資産 
リース資産減損勘定

白石本部校(北海道
札幌市白石区)

校舎
建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
リース資産減損勘定

 当社は、校舎を単位としてグルーピングしておりま

す。国内経済の落ち込みにより売上高・収益が計画を下

回っており、十分な生徒数の確保が難しくなったため、

上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(1,987,605千円)として特別

損失に計上しております。 

 その内訳は、札幌本部校1,243,650千円(内、建物及び

構築物9,445千円、工具、器具及び備品8,767千円、リー

ス資産減損勘定1,225,437千円)、岡崎本部校609,594千

円(内、建物及び構築物10,456千円、工具、器具及び備

品2,773千円、リース資産18,088千円、リース資産減損

勘定578,276千円)、白石本部校134,360千円(内、建物及

び構築物5,258千円、工具、器具及び備品1,119千円、リ

ース資産減損勘定127,981千円)であります。 

 なお、上記資産グループの回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシュフローを6.2％で割

り引いて算定しております。

※３ 災害による損失

 災害による損失は、東日本大震災によるものでありま

す。なお、災害損失引当金繰入額が45,111千円含まれて

おります。

※３ 貸倒懸念債権に対し、貸倒引当金を計上しており

ます。

※４ 貸倒懸念債権に対し、貸倒引当金を計上しており

ます。
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当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

  

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 
  

  

  

  

  

  

(連結包括利益計算書関係)

親会社に係る包括利益 158,082千円

少数株主に係る包括利益 ― 千円

計 158,082千円

その他有価証券評価差額金 △77千円

計 △77千円
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 6,710 ― ― 6,710

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 0 ― ― 0

決議 株式の種類
配当金の総額 
(千円)

１株当たり配当額 
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 67,099 10 平成21年３月31日 平成21年６月29日

決議 株式の種類
配当金の総額 
(千円)

配当の原資
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 80,518 利益剰余金 12 平成22年3月31日平成22年6月30日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 6,710 ― ― 6,710

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 0 0 ― 0

決議 株式の種類
配当金の総額 
(千円)

１株当たり配当額 
(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 80,518 12 平成22年３月31日 平成22年６月30日

決議 株式の種類
配当金の総額 
(千円)

配当の原資
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 80,517 利益剰余金 12 平成23年3月31日平成23年6月30日
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(セグメント情報等) 

  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

当連結グループは、学習塾・予備校として同一セグメントに属する小中学生・高校生・高卒生に対

して教育サービスを提供しており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

海外売上高がないため、記載を省略しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 997,184千円

 預入期間が３ヶ月を 
 超える定期預金

△152,843千円

 現金及び現金同等物 844,341千円

 
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 1,336,990千円

 預入期間が３ヶ月を 
 超える定期預金

△166,222千円

 現金及び現金同等物 1,170,768千円

  ２ 重要な非資金取引の内容

 当連結会計年度に新たに計上した重要な資産除去

債務の額は657,621千円であります。

１．事業の種類別セグメント情報

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
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当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会及び経営会議が、経営資源の配分の決定及び業績評価をするために、定期的に検討を

行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、本社に全社的な統括を行う管理本部を置き、各事業本部において企画等を立案

するとともに事業活動を展開しております。当社グループは学習指導を行うことを主たる業務とし

て「小中学部」「高校部」「その他の教育事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 「小中学部」は小学２年生から中学３年生を対象とし、集団授業での学習・進学指導及び各講習

会の実施等による教育サービスの提供を行っております。「高校部」は高校１年生から３年生及び

高卒生を対象とし、集団授業での学習・進学指導及び各講習会の実施等による教育サービスの提供

を行っております。「その他の教育事業」は個別指導事業、映像動画教育コンテンツの販売事業等

を行っております。 

  

報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメ

ント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づき、一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

  

４．セグメント情報

(１)報告セグメントの概要

(２)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

(３)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

小中学部 高校部
その他の 
教育事業

計

売上高

 外部顧客への売上高 10,147,238 2,563,027 400,357 13,110,624

 セグメント間の内部売上高 
 又は振替高

― ― 7,829 7,829

計 10,147,238 2,563,027 408,187 13,118,453

セグメント利益又は損失(△) 1,895,756 △226,141 △292,955 1,376,659

セグメント資産 15,807,464 6,078,055 691,158 22,576,677

その他の項目

 減価償却費 500,324 152,215 89,773 742,312

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額

218,906 94,178 98,263 411,347
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(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります 

  

 
(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運用資金(現金及び預金)、社宅用の本社土地、建物及びソ

フトウェアであります。 

  

 
(注) 有形固定資産及び無形固定資産の調整額は、本社の工器具備品及びソフトウェアの投資額であります。 

  

(追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(基準会計基準第17号 平成21年３月

27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日)を適用しております。 

(４)報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に 

  関する事項)

(単位：千円)

売上高 当連結会計年度

報告セグメント計 13,118,453

セグメント間取引消去 △7,829

連結財務諸表の売上高 13,110,624

(単位：千円)

利益 当連結会計年度

報告セグメント計 1,376,659

セグメント間取引消去 17,465

のれんの償却額 △33,003

全社費用(注) △815,461

連結財務諸表の営業利益 545,659

(単位：千円)

資産 当連結会計年度

報告セグメント計 22,576,677

全社資産(注) 2,596,325

連結財務諸表の資産合計 25,173,002

(単位：千円)

その他の項目
報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度

減価償却費 742,312 53,519 795,832

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

411,347 33,941 445,289
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

①製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

②地域ごとの情報 

ａ売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

ｂ有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

③主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

報告セグメントごとののれんの償却額はなく、報告セグメントに配分されていないのれんの償却

額は33,003千円、未償却残高は52,256千円であります。なお、当該のれんの内容は連結子会社東日

本学院の株式を取得した時に生じたものであり、小中学部・高校部に共通のものであります。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

(５)関連情報

(６)報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

小中学部 高校部 その他の教育事業 計

減損損失 1,110,504 877,100 ― 1,987,605

(７)報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(８)報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 2,061円13銭 1,742円31銭

１株当たり当期純利益又は 
当期純損失(△)

23円57銭 △306円81銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、１株当たり当期純損失

であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)

 当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 158,159 △2,058,687

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失(△)(千円)

158,159 △2,058,687

 普通株式の期中平均株式数(千株) 6,709 6,709

(重要な後発事象)
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当社は、以下のとおり役員の異動を予定しております。 

なお、本役員人事は、平成23年６月29日開催予定の第28期定時株主総会において正式に決定されます。 

① 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

② その他の役員の異動（平成23年６月29日付予定） 

ａ 新任取締役候補 

 取締役 田中 裕一（現 当社BBS本部長） 

５．その他

（１）役員の異動
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